


































る寡占状態だ。自由化で参入者が育たなかった理由は、 二つ挙げられる。まず、電力は、携帯電話や航空のような需要増大があるわけで なく参入する魅力が小さかった また参入者の発電設備は小規模な風力が中心で、元国有企業を買収した外資系の大手企業に 量で劣った。　
自由化後に顧客を引きつけたの

































































ポバティ （エネルギー困窮者） 」 という概念がある。所得に占める光熱費が
10％を超える家庭を意味するが、
















業、日立製作所、東芝が参画する三つの新型炉計画があるが どれも着工には至っていない。発電量不足解消のために、 液化天然ガス（ＬＮＧ）基地が整備されているほか、国境を越えて電気を融通しあう国際連系線はフランス、アイルランド、オランダと既につながっているが、更にベルギー、 ノルウェー、 デンマークとも交渉している。安定供給 一国で実現するのではなく、最新技術を持つ企業や周辺国との協力関係を重視しながら、複数 オプションを駆使している姿勢は参考になる。　
電力自由化は市場メカニズムに基
づく大きな社会実験だが、経済学の教える完全競争か は程遠い結末を招いた。大胆なメスを入れてしまったために、事後処理には時間とコストを要する。日本でも原発の再稼働とその後の廃炉 地球温暖化ガスの排出抑制など、長期的視点から解決すべき課題を熟慮しながら電力改革を進めなければ らな
